
鈴木　哲也 茨城県総務部次長（前総務部財政課長）

特集 資金の調達・運用を考えよう！

　
エコフロンティアかさま
　レベニュー信託による

資金調達

茨城県

＜パート１＞
第三セクター等の抜本的改革

は
じ
め
に

１

茨
城
県
に
お
け
る
財
政
運
営
上
の
課
題

茨
城
県
の
財
政
状
況
は
、
バ
ブ
ル
崩
壊
後
の
景
気
低
迷
や
、
三

位
一
体
改
革
に
よ
る
地
方
交
付
税
の
減
な
ど
に
よ
り
、
厳
し
い
状

況
が
続
い
て
い
た
。

加
え
て
、
本
県
特
有
の
課
題
と
し
て
、
保
有
土
地
問
題
が
顕
在

化
し
て
い
た
。
こ
れ
は
、
本
県
に
お
い
て
は
、
地
域
振
興
の
た
め

に
、
首
都
圏
に
立
地
す
る
と
い
う
有
利
な
条
件
等
を
活
か
し
て
、

財
団
法
人
茨
城
県
開
発
公
社
や
茨
城
県
住
宅
供
給
公
社
な
ど
を
活

用
し
、
工
業
団
地
造
成
事
業
や
住
宅
団
地
造
成
事
業
な
ど
に
積
極

的
に
取
り
組
ん
で
き
た
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
バ
ブ
ル
崩
壊
後
の
土

地
価
格
の
急
激
な
下
落
な
ど
に
よ
り
、
保
有
土
地
の
多
く
が
一
気

に
不
良
資
産
化
し
た
こ
と
に
よ
り
、
財
政
運
営
が
圧
迫
さ
れ
、
危

機
的
状
況
を
招
い
て
い
た
も
の
で
あ
る
。

こ
の
解
決
に
向
け
、
数
次
に
わ
た
る
県
議
会
調
査
特
別
委
員
会

に
お
け
る
厳
し
い
議
論
を
踏
ま
え
、
財
政
構
造
改
革
や
出
資
団
体

改
革
な
ど
の
行
財
政
改
革
を
懸
命
に
進
め
て
き
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。
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２

抜
本
対
策
に
向
け
て

特
に
、
平
成
２１
年
５
月
に
設
置
さ
れ
た
県
議
会
出
資
団
体
等
調

査
特
別
委
員
会
に
お
い
て
は
、
地
方
財
政
健
全
化
法
の
施
行
に
よ

り
、
将
来
負
担
比
率
が
全
国
最
悪
の
水
準
（
表
１
）
に
あ
る
こ
と

が
明
ら
か
と
な
っ
て
い
た
こ
と
か
ら
、
そ
の
原
因
の
一
つ
で
あ
る

保
有
土
地
問
題
の
抜
本
対
策
が
大
き
な
課
題
と
な
っ
た
。

１
年
４
か
月
に
及
ぶ
調
査
審
議
に
お
い
て
、
こ
れ
ま
で
に
な
い

＊

厳
し
い
議
論
が
交
わ
さ
れ
、
住
宅
供
給
公
社
の
解
散
処
理
を
含
め
、

保
有
土
地
等
に
係
る
実
質
的
な
将
来
負
担
見
込
額
１
８
９
０
億
円

に
つ
い
て
、
平
成
４１
年
度
ま
で
の
２０
年
間
で
計
画
的
に
解
消
す
る

こ
と
と
す
る
抜
本
対
策
を
、
平
成
２２
年
９
月
に
取
り
ま
と
め
た
。

こ
れ
は
単
年
度
当
た
り
約
１
０
０
億
円
の
一
般
財
源
を
投
入
す
る

と
い
う
、
財
政
運
営
上
は
大
変
厳
し
い
も
の
で
は
あ
る
が
、
持
続

可
能
な
財
政
運
営
を
維
持
す
る
た
め
に
は
や
む
を
得
な
い
選
択
で

あ
っ
た
。

＊
住
宅
供
給
公
社
は
、
平
成
２２
年
１０
月
８
日
、
全
国
初
の
破
産
に

よ
り
解
散
。

３

保
有
土
地
問
題
の
反
省
を
踏
ま
え
て

茨
城
県
の
財
政
運
営
に
大
き
な
影
響
を
及
ぼ
し
た
保
有
土
地
問

題
が
生
じ
た
原
因
は
い

く
つ
か
あ
る
が
、
そ
の

一
つ
と
し
て
、
本
県
に

お
い
て
は
、
第
三
セ
ク

タ
ー
等
が
そ
の
事
業
資

金
を
調
達
す
る
際
に
は
、

こ
れ
ま
で
、
全
額
損
失

補
償
（
又
は
債
務
保

証
）
を
行
う
こ
と
を
通

例
と
し
て
い
た
こ
と
が

あ
る
。
第
三
セ
ク
タ
ー

方
式
に
よ
り
民
間
資
金

な
ど
を
活
用
す
る
も
の

の
、
事
業
の
破
綻
は
あ

り
得
な
い
も
の
と
し
て
、

そ
の
リ
ス
ク
は
全
て
県

が
負
う
こ
と
と
し
て
、

リ
ス
ク
分
担
が
適
正
に

行
わ
れ
て
い
な
か
っ
た

も
の
と
い
え
る
。

表１ 茨城県の財政状況 （単位：億円）

年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

当初予算（一般会計） １０，６０３ １０，５６８ １０，７６６ １０，７５３

県債残高（一般会計） １７，１６８ １７，４０８ １８，３７９ １９，３６０

標準財政規模 ５，６３７
（１１）

６，００６
（１１）

５，９１８
（１１）

６，０７４
（１１）

将来負担比率 ２８９．９％
（５）

２８８．７％
（４）

２９５．９％
（４）

２８０．３％
（４）

主な出資団体＊に対する
損失補償等の限度額 ２，５５６ ２，５００ ２，１６５ １，５１６

（注）１ 括弧内は、全国順位。（将来負担比率は、好ましくない方からの順位。）
２ ＊は土地開発公社、開発公社、住宅供給公社

資金の調達・運用を考えよう！
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こ
の
た
め
、
調
査
特
別
委
員
会
に
お
け
る
調
査
審
議
に
お
い
て

は
、
今
後
の
第
三
セ
ク
タ
ー
等
の
事
業
の
あ
り
方
（
資
金
調
達
を

含
め
）
や
、
県
の
損
失
補
償
に
つ
い
て
、
厳
し
い
意
見
が
相
次
い

だ
。一

方
、
総
務
省
に
お
い
て
は
、
第
三
セ
ク
タ
ー
等
の
処
理
を
促

進
す
る
た
め
、
第
三
セ
ク
タ
ー
等
改
革
推
進
債
を
創
設
す
る
と
と

も
に
、「
第
三
セ
ク
タ
ー
等
の
抜
本
的
改
革
等
に
関
す
る
指
針
」

を
新
た
に
定
め
、「
特
別
な
理
由
が
あ
る
と
き
以
外
は
、
第
三
セ

ク
タ
ー
等
の
資
金
調
達
に
関
す
る
損
失
補
償
は
行
う
べ
き
で
は
な

く
、
他
の
手
段
に
よ
る
方
法
を
検
討
す
る
べ
き
で
あ
る
。」
と
の

公
的
支
援
の
考
え
方
を
示
し
た
。

ま
た
、「
か
わ
さ
き
港
コ
ン
テ
ナ
タ
ー
ミ
ナ
ル
事
件
（
平
成
１８

年
１１
月
１５
日
横
浜
地
裁
）」
や
、「
安
曇
野
菜
園
事
件
（
平
成
２２
年

＊

８
月
３０
日
東
京
高
裁
）」
な
ど
、
第
三
セ
ク
タ
ー
等
に
対
す
る
損

失
補
償
に
関
し
て
、
司
法
の
厳
し
い
判
断
が
示
さ
れ
て
い
た
。

こ
の
よ
う
な
こ
と
か
ら
、
損
失
補
償
に
頼
ら
な
い
事
業
資
金
の

確
保
が
、
本
県
に
お
け
る
第
三
セ
ク
タ
ー
等
の
大
き
な
課
題
と

な
っ
て
い
た
。

＊
安
曇
野
菜
園
事
件
は
、
平
成
２３
年
１０
月
２７
日
、
最
高
裁
に
お
い

て
、
差
し
止
め
請
求
却
下
と
な
っ
た
。
し
か
し
当
時
は
、
こ
の

東
京
高
裁
の
判
決
が
、
第
三
セ
ク
タ
ー
等
の
資
金
調
達
の
あ
り

方
に
大
き
な
影
響
を
与
え
て
い
た
。

一

エ
コ
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
か
さ
ま
の
課
題

１

当
初
資
金
計
画
と
実
績

エ
コ
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
か
さ
ま
は
、
財
団
法
人
茨
城
県
環
境
保
全

事
業
団
が
、
茨
城
県
笠
間
市
に
平
成
１７
年
８
月
１
日
に
開
業
し
た
、

公
共
関
与
型
の
廃
棄
物
処
理
施
設
（
管
理
型
最
終
処
分
場
及
び
溶

融
処
理
施
設
）
で
あ
る
。

当
初
資
金
計
画
に
お
い
て
は
、
施
設
建
設
費
な
ど
の
事
業
資
金

の
約
８０
％
（
約
１
８
２
億
円
）
を
金
融
機
関
か
ら
の
借
り
入
れ

（
県
の
損
失
補
償
付
き
）
で
調
達
し
、
１０
年
間
の
事
業
期
間
で
償

還
す
る
予
定
で
あ
っ
た
。

し
か
し
な
が
ら
、
開
業
後
、
ゴ
ミ
の
減
量
化
や
リ
サ
イ
ク
ル
技

術
が
進
む
一
方
で
、
長
引
く
景
気
低
迷
に
よ
る
経
済
活
動
の
低
下

な
ど
、
廃
棄
物
処
理
を
巡
る
環
境
は
大
き
く
変
化
し
、
当
初
計
画

し
た
ゴ
ミ
の
量
を
確
保
す
る
こ
と
が
で
き
ず
、
売
上
高
は
当
初
見

込
み
よ
り
大
幅
に
減
少
し
、
２５
億
円
程
度
に
と
ど
ま
っ
て
い
た
。

一
方
で
、
借
入
返
済
金
は
当
初
計
画
ど
お
り
約
２０
億
円
で
あ
っ
た
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こ
と
か
ら
、
資
金
収
支
不
足
が

生
じ
、
そ
れ
を
毎
年
度
県
か
ら

の
単
年
度
貸
し
付
け
で
補
っ
て

き
た
（
表
２
）。
こ
の
単
年
度

貸
付
金
が
累
増
し
改
善
の
見
込

み
が
立
た
な
い
こ
と
か
ら
、
資

金
計
画
を
抜
本
的
に
見
直
す
必

要
が
生
じ
て
い
た
。

２

資
金
計
画
の
見
直
し
に
当

た
っ
て
の
課
題

資
金
計
画
を
見
直
す
に
当

た
っ
て
は
、
い
く
つ
か
の
課
題

に
直
面
し
た
。

ま
ず
は
、
廃
棄
物
処
理
施
設

と
い
う
施
設
の
性
格
上
、
当
初

１０
年
間
と
さ
れ
た
事
業
期
間
を

延
長
す
る
こ
と
は
、
慎
重
か
つ

丁
寧
な
地
元
説
明
を
必
要
と
し

た
。
幸
い
、
平
成
２２
年
１１
月
に
、

事
業
期
間
の
延
長
な
ど
事
業
計
画
の
見
直
し
に
つ
い
て
地
元
の
理

解
を
得
る
こ
と
が
で
き
た
。

一
方
で
、
資
金
計
画
の
見
直
し
に
つ
い
て
の
金
融
機
関
と
の
折

衝
で
あ
る
。
事
業
期
間
の
延
長
を
踏
ま
え
た
見
直
し
計
画
を
提
示

し
た
と
こ
ろ
、
前
述
し
た
よ
う
に
、
損
失
補
償
を
巡
る
諸
課
題
が

噴
出
し
て
い
た
こ
と
か
ら
、
借
り
換
え
を
求
め
て
い
た
金
融
機
関

か
ら
は
、「
原
則
、
損
失
補
償
付
き
で
な
け
れ
ば
、
金
融
機
関
と

し
て
は
長
期
の
融
資
は
で
き
な
い
。」、
一
方
で
「
損
失
補
償
そ
の

も
の
に
司
法
の
厳
し
い
判
断
が
示
さ
れ
て
い
る
の
で
、
こ
れ
を
ク

リ
ア
す
る
必
要
が
あ
る
。」
と
い
う
、
非
常
に
厳
し
い
条
件
を
示

さ
れ
、
事
実
上
、
交
渉
は
暗
礁
に
乗
り
上
げ
て
い
た
。

３

新
た
な
手
法
の
模
索

エ
コ
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
か
さ
ま
の
資
金
計
画
の
見
直
し
を
進
め
る

に
当
た
っ
て
は
、
平
成
２１
年
１２
月
か
ら
県
総
務
部
財
政
課
に
配
置

＊

し
た
資
金
管
理
官
を
中
心
に
、
金
融
機
関
と
の
折
衝
を
続
け
る
一

＊
＊

方
で
、
事
業
団
に
よ
る
債
券
の
発
行
や
、
県
の
県
債
管
理
基
金
の

活
用
に
よ
る
グ
ル
ー
プ
・
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
な
ど
、
新
た
な
手
法
に

つ
い
て
の
検
討
も
進
め
て
い
た
。
し
か
し
、
そ
れ
ぞ
れ
課
題
が
あ

り
、
方
針
と
す
る
ま
で
に
は
至
っ
て
い
な
か
っ
た
。

表２ （財）茨城県環境保全事業団の状況 （単位：億円）

年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

売上高 ７．１ ２３．０ ２７．７ ２５．２ ２６．０ ３０．４

費用（減価償却
費含む） ２１．３ ２８．７ ３０．５ ２９．９ ２７．８ ２９．８

借入金返済額 － １０．２ ２０．３ ２０．３ ２０．３ ２０．３

県からの単年度
貸付金 １１ １５ ２５ ２５ ３４

＊
５５

（注） ＊の５５億円のうち４５．５億円は平成２２年度末に長期貸付金に切り替え

資金の調達・運用を考えよう！
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＊
茨
城
県
で
は
、
県
債
残
高
が
２
兆
円
に
も
及
ぶ
こ
と
な
ど
か
ら
、

資
金
管
理
の
高
度
化
な
ど
を
進
め
る
た
め
、
金
融
関
係
の
実
務

経
験
及
び
専
門
知
識
を
有
す
る
民
間
企
業
経
験
者
を
、
任
期
付

一
般
職
員
と
し
て
採
用
し
た
。

＊
＊
満
期
一
括
償
還
の
県
債
の
償
還
に
備
え
、
借
入
額
に
応
じ
た

一
定
額
を
積
み
立
て
た
基
金
。

こ
の
よ
う
な
中
、
ト
ピ
ッ
ク
的
で
は
あ
る
が
、
平
成
２２
年
６
月

に
一
部
の
新
聞
に
よ
り
、「
道
路
公
社
で
レ
ベ
ニ
ュ
ー
債
を
検

討
」
と
い
う
記
事
が
掲
載
さ
れ
、
同
日
の
県
議
会
第
２
回
定
例
会

の
総
務
企
画
委
員
会
に
お
い
て
も
、
委
員
か
ら
、「
本
県
に
お
い

て
も
レ
ベ
ニ
ュ
ー
債
を
研
究
し
て
は
ど
う
か
」
と
い
う
意
見
が

あ
っ
た
。

こ
れ
が
き
っ
か
け
と
な
り
、
当
該
記
事
に
関
係
す
る
外
資
系
金

融
機
関
か
ら
の
情
報
収
集
、
そ
し
て
具
体
的
検
討
へ
と
進
ん
で

い
っ
た
。

二

レ
ベ
ニ
ュ
ー
信
託
の
創
設

１

レ
ベ
ニ
ュ
ー
債
の
検
討

地
方
債
は
、
日
本
に
お
い
て
は
、
一
般
会
計
債
と
公
営
企
業
債

に
大
別
さ
れ
る
が
、
借
入
期
間
や
資
金
区
分
な
ど
の
借
り
入
れ
条

件
が
同
じ
で
あ
れ
ば
、
原

則
、
借
入
金
利
も
同
じ
で

あ
り
、
実
質
上
の
相
違
は

見
ら
れ
な
い
。

一
方
で
、
米
国
に
お
け

る
地
方
債
は
、
一
般
財
源

保
証
債
（G

eneral
O
bli-

gaition
B
onds

）
と
、
レ

ベ
ニ
ュ
ー
債
（R

evenue
B
onds

）
に
大
別
さ
れ
る
。

こ
の
レ
ベ
ニ
ュ
ー
債
は

「
特
定
の
事
業
か
ら
上
が
る
収
益
に
よ
っ
て
元
利
償
還
が
保
証
さ

れ
る
」
と
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
日
本
の
公
営
企
業
債
と
同
様

と
考
え
ら
れ
が
ち
で
あ
る
。
し
か
し
、
日
本
の
公
営
企
業
債
の
場

合
は
、
起
債
は
設
置
者
で
あ
る
地
方
公
共
団
体
が
行
う
な
ど
、
最

終
的
に
は
、
地
方
公
共
団
体
の
保
証
を
想
定
し
て
お
り
、
む
し
ろ
、

一
般
財
源
保
証
債
に
近
い
も
の
と
言
え
る
。

ま
た
、
米
国
に
お
い
て
は
、
レ
ベ
ニ
ュ
ー
債
に
は
長
い
実
績
の

積
み
重
ね
が
あ
り
、
発
行
の
枠
組
み
な
ど
が
確
立
し
て
い
る
が
、

日
本
で
は
そ
の
枠
組
み
も
な
く
、
類
似
例
も
見
当
た
ら
な
い
。

エコフロンティアかさま
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し
か
し
な
が
ら
、
レ
ベ
ニ
ュ
ー
債
の
考
え
方
は
、
ま
さ
に
、
第

三
セ
ク
タ
ー
等
が
損
失
補
償
な
し
で
資
金
調
達
を
行
う
と
い
う
、

エ
コ
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
か
さ
ま
の
資
金
計
画
の
見
直
し
に
お
い
て
目

指
す
べ
き
と
こ
ろ
で
あ
っ
た
。

２

い
く
つ
か
の
選
択
肢

こ
れ
ま
で
の
売
り
上
げ
な
ど
を
基
に
見
直
し
た
エ
コ
フ
ロ
ン

テ
ィ
ア
か
さ
ま
の
事
業
計
画
で
は
、
借
入
金
の
償
還
は
、
約
２４
年

と
超
長
期
に
な
り
、
こ
れ
ま
で
の
よ
う
な
金
融
機
関
か
ら
の
融
資

は
明
ら
か
に
困
難
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
そ
れ
以
外
の
方
法
に
よ
る

資
金
調
達
に
つ
い
て
検
討
せ
ざ
る
を
得
な
い
状
況
で
あ
っ
た
。
な

お
、
エ
コ
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
か
さ
ま
の
土
地
・
建
物
を
担
保
と
す
る

こ
と
に
つ
い
て
は
、
１
４
５
・
５
億
円
と
い
う
調
達
す
べ
き
金
額

に
遠
く
及
ば
ず
、
当
初
か
ら
困
難
で
あ
っ
た
。

こ
の
よ
う
な
こ
と
か
ら
、
平
成
２２
年
８
月
頃
か
ら
、
レ
ベ

ニ
ュ
ー
債
の
考
え
方
を
取
り
入
れ
た
資
金
調
達
に
つ
い
て
、
い
く

つ
か
の
金
融
機
関
の
提
案
を
踏
ま
え
て
、
本
格
的
に
検
討
を
始
め

た
。ま

ず
は
、
直
接
債
券
を
発
行
す
る
方
法
に
つ
い
て
検
討
を
行
っ

＊

た
が
、
地
方
三
公
社
と
異
な
り
、
財
団
法
人
が
債
券
を
発
行
す
る

こ
と
に
つ
い
て
は
明
確
な
法
令
の
根
拠
が
な
い
こ
と
か
ら
、
断
念

す
る
こ
と
と
し
た
。

＊
土
地
開
発
公
社
な
ど
地
方
三
公
社
は
、
個
別
法
に
よ
り
、
債
券

発
行
が
認
め
ら
れ
て
い
る
が
、
そ
の
実
績
は
少
な
い
。

次
に
、
ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー
ド
・
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
に
お
い
て
一
般

的
な
Ｓ
Ｐ
Ｃ
（
特
定
目
的
会
社
）
を
活
用
し
た
債
券
の
発
行
に
つ

い
て
も
検
討
を
進
め
た
が
、
特
に
大
き
な
問
題
点
は
な
か
っ
た
も

の
の
、
本
県
に
お
い
て
は
Ｓ
Ｐ
Ｃ
に
つ
い
て
馴
染
み
が
な
く
、
手

続
き
も
や
や
煩
雑
で
あ
っ
た
こ
と
か
ら
、
躊
躇
し
て
い
た
。
そ
の

よ
う
な
と
き
に
、
先
の
外
資
系
金
融
機
関
か
ら
、
信
託
制
度
の
活

用
に
つ
い
て
の
提
案
が
あ
っ
た
。
将
来
の
収
益
を
信
託
す
る
こ
と

に
つ
い
て
、
信
託
の
引
き
受
け
先
な
ど
の
不
安
が
あ
っ
た
も
の
の
、

説
明
の
し
や
す
さ
や
手
続
き
の
簡
便
さ
な
ど
か
ら
採
用
す
る
こ
と

と
し
た
。

３

レ
ベ
ニ
ュ
ー
信
託
と
は

そ
の
基
本
的
な
ス
キ
ー
ム
は
、
将
来
の
売
り
上
げ
（
廃
棄
物
処

理
委
託
料
）
を
一
旦
信
託
し
、
そ
の
受
益
権
を
売
却
し
、
資
金
を

調
達
す
る
も
の
で
あ
る
（
図
１
）。

当
初
は
、
優
先
受
益
権
及
び
第
２
優
先
受
益
権
の
両
者
を
売
却
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廃棄物排出事業者等

（財）茨城県環境保全事業団
エコフロンティアかさま

（委託者）
＜劣後受益権・セラー受益権＞

証券会社
（アレンジャー）
＜引受・販売＞

投資家

茨城県
＜長期貸付＞

委託料支払
請求権等

廃棄物処理
委託料

廃棄物処理
委託契約等

優先受益権
劣後受益権
セラー受益権

劣後ローン

優先受益権

譲渡代金

信託銀行
（受託者）

■優先受益権：債権の回収金（売上）から、レベニュー証券の元利払相当額の配当を劣
　　　　　　　　後受益権より優先して受け取ることができる権利。
■劣後受益権：債権の回収金（売上）から配当を受け取る権利が、優先受益権より劣後
　　　　　　　　する権利。
■セラー受益権：優先受益権・劣後受益権に割り当てられた債権以外のすべての債権に係
　　　　　　　　る回収金を受け取ることができる権利。（経費に充当）

し
、
１
４
５
・
５
億
円
全
額
の
調
達
を
目
指
し
た
。
し
か
し
、
優

良
格
付
け
を
確
保
す
る
た
め
、
県
の
関
与
を
強
く
求
め
ら
れ
た
こ

と
、
一
方
で
、
第
２
優
先
受
益
権
は
仮
に
売
却
で
き
た
と
し
て
も
、

調
達
コ
ス
ト
（
金
利
）
が
高
く
な
り
経
営
に
影
響
を
及
ぼ
し
か
ね

な
い
こ
と
な
ど
か
ら
、
最
終
的
に
は
、
第
２
優
先
受
益
権
相
当
分

に
つ
い
て
は
、
県
の
長
期
貸
し
付
け
を
行
う
こ
と
と
し
た
（
図

２
）。な

お
、
レ
ベ
ニ
ュ
ー
信
託
の
償
還
期
間
は
、
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
ド

・
ア
モ
チ
ゼ
ー
シ
ョ
ン
方
式
を
採
用
し
、
２４
年
間
を
基
本
と
す
る

が
、
売
り
上
げ
が
好
調
な
と
き
は
繰
り
上
げ
償
還
を
可
能
と
す
る

一
方
、
売
り
上
げ
が
不
調
の
と
き
は
、
最
長
１０
年
（
通
算
の
償
還

期
間
３４
年
）
の
繰
り
延
べ
を
可
能
と
し
た
。
こ
れ
に
よ
り
、
エ
コ

フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
か
さ
ま
は
経
営
の
自
由
度
が
増
す
と
と
も
に
、
資

金
調
達
に
左
右
さ
れ
ず
に
、
長
期
間
経
営
に
専
念
で
き
る
こ
と
と

な
っ
た
。

ま
た
、
県
に
と
っ
て
も
、
長
期
貸
し
付
け
が
一
部
残
っ
た
と
は

い
え
、
約
７０
％
（
１
０
０
億
円
）
に
つ
い
て
、
損
失
補
償
を
解
消

し
て
資
金
調
達
が
で
き
た
こ
と
が
大
き
な
成
果
で
あ
り
、
こ
の
こ

と
は
、
将
来
負
担
比
率
の
改
善
に
つ
な
が
る
だ
け
で
な
く
、
本
県

に
お
け
る
長
年
の
課
題
で
あ
っ
た
第
三
セ
ク
タ
ー
等
の
資
金
調
達

図１ エコフロンティアかさまレベニュー信託のスキーム①
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145.5億円

平成22年度
見直し前

見直し後

民間銀行等借入れ　約90.5億円
（県の損失補償付き）

24年(Ｈ23～Ｈ46)

10年(Ｈ17～Ｈ26)

145.5億円

レベニュー信託優先受益権を売却　100億円
（県の損失補償なし）

県貸付
45.5億円
(注)経営支援継続

県貸付55億円

＊(注) 劣後ローン化による資本強化（みなし）

に
関
し
て
、
損
失
補
償
に
頼
ら
な
い
前
例
と
な
っ
た
こ
と
が
最
も

大
き
な
成
果
で
あ
る
。

三

今
後
に
向
け
て

レ
ベ
ニ
ュ
ー
信
託
を
創
設
で
き
た
の
は
、
ま
ず
は
第
一
に
、
エ

コ
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
か
さ
ま
は
廃
棄
物
処
理
委
託
料
と
い
う
、
市
場

（
マ
ー
ケ
ッ
ト
）
の
評
価
に
耐
え
得
る
安
定
的
な
収
入
源
が
あ
っ

た
こ
と
が
大
き
な
要
因
で
あ
る
。

次
に
、
本
県
に
お
い
て
は
、
保
有
土
地
問
題
が
財
政
運
営
上
の

大
き
な
課
題
で
あ
っ
た
こ
と
か
ら
、
そ
の
原
因
で
も
あ
る
損
失
補

償
の
解
消
に
向
け
た
取
り
組
み
は
、
多
少
チ
ャ
レ
ン
ジ
ン
グ
で

あ
っ
て
も
、
県
議
会
も
含
め
県
全
体
で
積
極
的
に
後
押
し
す
る
雰

囲
気
が
あ
っ
た
こ
と
が
大
き
い
。

そ
の
他
に
、
最
終
的
に
ア
レ
ン
ジ
ャ
ー
と
な
っ
て
い
た
だ
い
た

金
融
機
関
だ
け
で
な
く
、
検
討
の
過
程
で
様
々
な
提
案
を
い
た
だ

い
た
多
く
の
金
融
機
関
な
ど
、
関
係
者
が
課
題
解
決
に
向
け
、
真

摯
か
つ
積
極
的
に
取
り
組
ん
で
い
た
だ
い
た
こ
と
な
ど
い
く
つ
か

の
要
因
も
あ
る
。

レ
ベ
ニ
ュ
ー
信
託
を
第
三
セ
ク
タ
ー
等
の
資
金
調
達
の
手
法
と

図２ エコフロンティアかさまレベニュー信託のスキーム②
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し
て
、
直
ち
に
応
用
す
る
こ
と
に
つ
い
て
は
、
こ
の
よ
う
な
創
設

で
き
た
個
別
の
要
因
を
十
分
に
理
解
し
た
う
え
で
取
り
組
む
必
要

が
あ
り
、
信
託
と
い
う
ユ
ニ
ー
ク
な
方
法
に
惑
わ
さ
れ
る
こ
と
な

く
、
第
三
セ
ク
タ
ー
等
の
原
則
に
立
ち
返
っ
て
考
え
る
必
要
が
あ

る
。つ

ま
り
、
第
三
セ
ク
タ
ー
等
は
、
そ
の
事
業
の
必
要
性
が
厳
し

く
判
断
さ
れ
る
こ
と
は
当
然
と
し
て
、
そ
の
う
え
で
、
事
業
の
採

算
性
は
、
こ
れ
ま
で
は
、
設
立
団
体
に
対
し
て
事
業
計
画
書
等
を

提
出
し
、
そ
の
審
査
の
過
程
で
判
断
さ
れ
て
き
た
。
反
省
を
込
め

て
い
え
ば
、
身
内
の
審
査
で
あ
っ
た
と
い
え
る
。
こ
の
事
業
の
採

算
性
に
つ
い
て
、
市
場
（
マ
ー
ケ
ッ
ト
）
の
評
価
を
得
る
こ
と
と

し
た
こ
と
が
、
今
回
の
レ
ベ
ニ
ュ
ー
信
託
の
ポ
イ
ン
ト
で
あ
る
と

考
え
て
い
る
。

ま
た
、
事
業
の
採
算
性
を
確
保
す
る
た
め
に
は
、
地
方
公
共
団

体
の
関
与
は
当
然
必
要
で
あ
り
、
そ
の
関
与
の
あ
り
方
や
程
度

（
具
体
的
に
は
補
助
金
や
貸
付
金
な
ど
）
に
つ
い
て
も
、
事
業
資

金
を
市
場
（
マ
ー
ケ
ッ
ト
）
か
ら
調
達
す
る
こ
と
に
よ
る
評
価
を

＊

得
る
過
程
で
判
断
し
た
こ
と
で
あ
る
。

＊
今
回
は
、
各
金
融
機
関
か
ら
個
別
に
提
案
を
い
た
だ
き
、
個
別

に
県
の
関
与
な
ど
の
条
件
に
つ
い
て
検
討
を
加
え
る
こ
と
を
繰

り
返
す
、
い
わ
ば
疑
似
プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル
方
式
で
あ
っ
た
。
今
後

は
、
こ
の
よ
う
な
手
続
き
の
あ
り
方
に
つ
い
て
も
研
究
す
る
必

要
が
あ
る
。

レ
ベ
ニ
ュ
ー
信
託
は
、
手
法
の
ユ
ニ
ー
ク
さ
で
は
な
く
、
事
業

が
市
場
（
マ
ー
ケ
ッ
ト
）
で
厳
し
く
評
価
さ
れ
、
第
三
セ
ク
タ
ー

等
の
自
己
責
任
で
事
業
を
実
施
す
る
、
つ
ま
り
、
第
三
セ
ク
タ
ー

等
の
経
営
の
自
立
を
促
す
手
法
の
一
つ
で
あ
る
と
理
解
し
て
い
た

だ
け
れ
ば
幸
い
で
あ
る
。

お
わ
り
に

ほ
ぼ
関
係
者
の
調
整
も
終
わ
り
、
資
金
調
達
を
具
体
的
に
進
め

よ
う
と
し
て
い
た
矢
先
の
平
成
２３
年
３
月
１１
日
、
茨
城
県
も
東
日

本
大
震
災
に
見
舞
わ
れ
、
エ
コ
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
か
さ
ま
も
溶
融
処

理
施
設
な
ど
が
被
災
し
、
操
業
の
一
時
停
止
に
追
い
込
ま
れ
た
。

幸
い
、
４
月
に
は
修
復
も
終
了
し
再
稼
働
に
こ
ぎ
着
け
た
が
、
東

日
本
大
震
災
直
後
の
社
会
経
済
の
大
混
乱
の
中
で
、
最
終
的
な
格

付
け
や
調
達
金
利
な
ど
最
後
の
詰
め
を
行
う
こ
と
に
は
、
大
き
な

不
安
が
あ
っ
た
。
し
か
し
、
関
係
者
の
努
力
に
よ
り
、
平
成
２３
年

６
月
２９
日
に
、
当
初
計
画
ど
お
り
に
、
１
０
０
億
円
の
資
金
調
達
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が
で
き
た
。

そ
の
後
、
エ
コ
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
か
さ
ま
は
経
営
も
順
調
で
、
茨

城
県
内
の
震
災
が
れ
き
の
処
理
に
ほ
ぼ
目
処
が
立
っ
た
こ
と
か
ら
、

平
成
２４
年
８
月
末
か
ら
、
宮
城
県
の
震
災
が
れ
き
を
受
け
入
れ
る

こ
と
と
し
た
。
茨
城
県
も
被
災
県
で
は
あ
る
が
、
東
北
の
復
興
を

支
援
す
る
力
と
な
れ
る
こ
と
は
、
レ
ベ
ニ
ュ
ー
信
託
に
よ
り
、
エ

コ
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
か
さ
ま
が
安
定
し
た
財
務
基
盤
を
確
立
で
き
た

こ
と
に
よ
る
と
こ
ろ
が
大
き
い
と
い
え
る
。

ま
た
、レ
ベ
ニ
ュ
ー
信
託
は
、Japan

deals
ofthe

year

（A
SIA
-

M
O
N
EY

）
やD

ealW
atch

A
w
ards

2011/Innovative
D
ebt
of

the
Year

（T
hom
son

R
euters

）
な
ど
を
受
賞
し
、
高
い
評
価

を
得
て
い
る
。
し
か
し
、
創
設
の
過
程
で
、
関
係
し
た
職
員
が
試

行
錯
誤
を
続
け
、
前
例
に
と
ら
わ
れ
ず
全
く
新
し
い
手
法
に
チ
ャ

レ
ン
ジ
し
た
経
験
が
、
本
県
に
と
っ
て
は
大
き
く
、
こ
の
よ
う
な

取
り
組
み
を
多
く
の
分
野
で
続
け
る
こ
と
が
、
地
域
の
自
主
性
及

び
自
立
性
を
高
め
る
、
地
域
主
権
改
革
の
推
進
に
も
つ
な
が
る
も

の
と
考
え
る
。
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